（別紙）※必ずお読みください。
≪ 別紙１～３（月額算定表及び総括表）の作成に当たっての留意点≫

１　社会福祉法人等減額公費助成額算定表（月別・保険者別）【別紙１】
　⑴　減額対象利用者の減額割合を減額確認証等により必ず確認し、『減額割合ｂ』欄及び『減額割合ｈ』欄に正確に記されていることを確認してください。また、利用者負担額の減額割合が50％並びに食費、居住費（滞在費）及び宿泊費の減額割合が50％の場合は『老齢福祉年金受給の有無』欄に必ず○印を記してください。
　⑵　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護及び介護福祉施設サービスにおける減額対象者につきましては、『利用者負担段階第２段階（高額サービス費の段階）』又は『旧措置者で利用者負担割合が５％以下』の該当有無を必ずご確認いただき、該当する場合は所定の欄に○印を記し、それぞれ決められた減額対象費用のみ算定してください。
⑶　定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護、複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）における減額対象者につきましては、『利用者負担段階第２段階（高額サービス費の段階）』の該当有無を必ずご確認いただき、該当する場合は所定の欄に○印を記し、それぞれ決められた減額対象費用のみ算定してください。
⑷　平成25年8月1日、平成26年4月1日、平成27年4月1日、平成30年10月1日、令和元年10月1日又は令和２年10月１日施行の生活扶助基準等の改正に伴い生活保護が廃止された者であって、引き続き本事業に基づく軽減対象者については所定の欄に○印を記し、利用者負担額、食費の減額割合が25％並びに居住費（滞在費）及び宿泊費の減額割合が100％となっていることを確認してください。
⑸　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護福祉施設サービス及び（介護予防）短期入所生活介護における生活保護受給者の個室居住費減額対象者に該当する場合は所定の欄に○印を記し、それぞれ決められた減額対象費用のみ算定してください。
⑹　介護福祉施設サービス及び（介護予防）短期入所生活介護の利用者で、一か月の中で多床室と個室両方を利用した者については、減額対象費用の内訳が分かるよう、備考欄にそれぞれの利用日数と金額を記載してください。
⑺　その他、減額対象費用について特記する必要がある対象者がいる場合は、備考欄に記載してください。
⑻　「利用者情報」マスターの入力および指定方法について   
　　原則として1人1行で登録し、7月末の定期更新等による変更がある場合は、「前期（4〜7月）」と「後期（8〜翌3月）」の欄にそれぞれの適用年月日（西暦8桁数字：例　20260801）を入力してください。各月（別紙１-4月〜3月）のシートでは、年間を通して同じ項番（1行のみ）を指定してください。
　　対象月（4〜7月／8月〜）に応じて自動的に適切な適用期間・条件が参照されます。
　※なお、年度途中で世帯階層変更等により減額要件（段階区分等）自体が途中で変わる場合は、1行のみでは正しく計算できないため、2行（別項番）に分けて登録し、該当する月シートごとにそれぞれの項番を指定してください。

２　社会福祉法人等減額公費助成額算定表（総括表）【別紙２】
　　 　　札幌市以外の市町村の減額対象者もいる場合（減額対象者が複数市町村にわたる場合）は、助成所要額が按分となりますので、記入例に従い作成願います。
　　　
　⑴　各月シート（別紙１-4月〜3月）で集計された各月の減額合計額は、本表へ自動   
    的に集計・反映されます（手入力の必要はありません）。
　⑵　札幌市以外の市町村の減額対象者もいる場合（減額対象者が複数市町村にわたる場合）は、該当する市町村行の各月欄（水色セル）に直接減額総額を入力してください。助成所要額が自動的に按分計算されます。
　⑶　特養（介護福祉施設サービス・地域密着型特養）は「②特養用」、それ以外のサービスは「③特養以外用」の算定表が自動使用（または参照）されます。

３　本来の利用者負担収入額の算出表【別紙３】
　　減額対象者のみならず、事業所全体の収入額を算定してください。

４　提出書類全般について
　⑴　減額対象者の減額の期間、減額対象経費及び割合等も含め認定の有無・内容について必ず減額確認証等による確認を行い、【別紙１～３】月額算定表及び総括表については、減額対象者以外の利用者の計上、対象経費以外の減額及び減額割合以上の減額の計上などがないよう十分にご注意願います。（例：30日以上短期入所生活介護を利用している者について、自費利用分（31日目等）は減額対象経費となりません。）
　⑵　【別紙１～３】月額算定表及び総括表については、それぞれの記入要領・記入例に従って作成願います。
　⑶　【別紙１～３】月額算定表及び総括表において、１円未満の端数は全て切り捨てで記入願います。ただし、別紙２の市町村別助成所要額は千円未満切捨てとなります。
　⑷　Excelファイルの操作・編集上の注意点について
本ファイルは各シート間で自動集計・連動を行っております。ファイル破損や計算エラー（#REF!等）の原因となりますので、以下の操作は絶対に行わないでください。
① シート名（タブ名）の変更（「初めに」「利用者情報」「別紙１-4月」等の名称を変更すると、総括表への連動が破綻します）
② あらかじめ設定されている計算式・セルの削除および直接編集（データ入力は指定の「水色セル」のみに行ってください）
③ シートの追加および削除
　⑸　【別紙１～３】月額算定表及び総括表については、別添のExcelファイルに入力し、スマート申請にて提出願います（提出締切は令和９年１月下旬予定としており、後日、別途ご案内いたします）。
　⑹　【別紙１～３】月額算定表及び総括表については、事業所毎に作成してください。

